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○水質の現状と課題
○水質に関する施策の現状
○水量・水質の一体的マネジメント

水環境・水質

資料３
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水質の現状と課題



3

現状・課題現状・課題（公共用水域の（公共用水域の水質水質））

ＢＯＤ、ＣＯＤの環境基準達成率
・河川では、総体としては上昇傾向だが、渇水年には低下も見られる（渇水年：H6、H17等）
・湖沼では、近年、改善の兆しがみられるものの、達成率そのものが依然として低い状況

広域的な閉鎖性海域の環境基準達成率の推移（ＣＯＤ）環境基準達成率（BOD又はCOD）の推移

（出典）平成１８年度公共用水域水質測定結果
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・取水や排水の施設は、それぞれ設置当時の社会的要請に応じて整備。
・現時点で改めて見た場合、複雑な配置となっており、浄水処理に負荷がかかり、水質事故の
リスクを抱える箇所も存在。

利根川の取排水系統

現状・課題現状・課題（（複雑な複雑な施設配置）施設配置）

利根川の水質の状況

汚濁の著しい流入支川、下水処理場や工場・事
業所等の排水口と浄水場取水口が混在

複雑な施設配置
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現状・課題（現状・課題（水質水質汚染事故等の発生状況）汚染事故等の発生状況）

給水停止に至る水質汚染
事故が毎年報告されている

異臭味被害は長期的には
改善しているが、ここ数年
は横ばい傾向

高度浄水処理の
導入効果も反映

水質汚染事故における水質汚染項目

（平成18年度、全224事故）

（出典）厚生労働省水道課調べによる
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街なかや都市の中心部と郊外のどちらに住みたいか

郊外に住み
たいと思う
65.1%

街中や都市
の中心部に
住みたいと
思う
29.7%

どちらともいえ
ない・わからな
い
5.2%

郊外に住みたいと思う理由

0.2
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27.2
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44.3

70.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

緑や水辺など自然環境がよいから
日当たりや風通しがよいから

街なかや都市の中心部の住宅と価格が同じくらいで
も、住宅の広さや収納などにゆとりがあるから

公園や緑地、子どもの遊び場が多いから

夜間も静かだから

地域のつながりが残っているから

治安や風紀がよいから

自動車を使った生活がしやすいから

その他

特にない

わからない

0 2 0 4 0 6 0 8 0 （ ％ ）

平 成 6 年 調 査

平 成 1 3 年 調 査

（ 複 数 回 答 ）

・「安心して飲める水」へのニーズがますます高まっている
・郊外に住みたいと思う理由の第一位は「緑や水辺など自然環境がよいから」

現状・課題（安全でおいしい水、良好な水環境へのニーズ）現状・課題（安全でおいしい水、良好な水環境へのニーズ）

（出典）
内閣府「水に関する世論調査」
をもとに作成

安心して水が飲める暮らし

いつでも水が豊富に使える暮らし

おいしい水が飲める暮らし

身近に潤いとやすらぎを与えてく
れる水辺がある暮らし

洪水の心配のない安全な暮らし

ウォータースポーツや魚釣りなどの水辺レク
リエーションが楽しめる暮らし

その他

特にない

わからない

（出典）平成１６年１１月 内閣府「住宅に関する世論調査」をもとに作成

％
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温暖化

水温上昇
（低下しない）

降雨パターン
の変化

土砂の流出

冬季結氷の減少
（透過光の増大）

遺骸が底層に沈積

水温躍層
の固定化

植物プランクトン増殖

底層DOの減少

湖内循環の減少

豪雨による
土砂崩壊

害虫の増加

大腸菌
の増加

農薬使用増加に伴う

農薬流入量増加

感染症への
影響の恐れ

水のおいしさ

水の安全面

気温上昇

（注）「地球温暖化と日本 第３次報告-自然・人への環境予測-」原沢英夫、西岡秀三編をもとに水資源部が加筆修正

化石燃料の
消費等

大気中の窒素
循環の変化

NO3-Nの
渓流水への流出

森林・土壌へ流入
（窒素飽和現象）

濁水の増大

鉄、マンガンの溶出

有害物質
の流入

有害物質の溶出河川DOの減少

都市域からの
窒素・リン

有害物質等流出増

処
理
に
伴
う
生
成
物

濁り

異臭味

着色

水の安全面

現状・課題（気候変動による水質への影響関連ｲﾒｰｼﾞ）現状・課題（気候変動による水質への影響関連ｲﾒｰｼﾞ）

・水質面、生態系への具体的な影響については、未解明な部分が多い
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水質に関する施策の現状
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水質に関する基準及び計画の現状水質に関する基準及び計画の現状

・河川整備計画
（国土交通省）

農業用水基準（農林水
産省）

家畜排せつ物の管理基
準、利用の促進を図るた
めの計画（農林水産省）

水道水質基準（厚生労働省）

海

総量削減計画（環境省）

湖沼水質保全計画（環境省）

排水規制（環境省）

国土交通省

環境省

農林水産省

厚生労働省

流域別下水道整備総合計画
（国土交通省）

農薬使用基準（環境省）

・水質対策は、排水者、使用者に的を絞った規制等が個々に行われているものの、これらを統合する
計画は指定湖沼等のみで実施

公共水域全体：

水質環境基準（環境省）

・指定湖沼の水質保全、
水質保全に資する事業に
関する計画の策定

・健康関連項目３１項目＋生活
支障関連２０項目を設定
・水道事業者等への検査義務 ・排せつ物の管理の

適正化、利用の促進
（・水質についての直
接的記述なし。）

・農薬の使用量、濃度、使用
時期、使用回数等を定める
（・排水に関する基準ではな
い。）

・水稲に被害を与えない限界
濃度を汚濁物質別に定める
（・排水への影響のための基
準ではない。）

・水濁法に基づく規制
・有害物質、生活環境
項目等の濃度規制
・ＣＯＤ、全窒素、全燐
に係る総量規制
・都道府県は、「上乗
せ排水基準」を定める
ことができる

・東京湾、伊勢湾、瀬戸内海の
海域のＣＯＤ、窒素、りんについ
て、発生源別の削減目標量、方
途を策定

・「人の健康の保護に関する
環境基準」及び「生活環境の
保全に関する基準」を設定

河川環境管理基本計画
（国土交通省）

・２０～３０年間の河川整備の
計画を策定。水質保全に関
する目標値等を記述

・河川敷等の保全と利用を策定す
る「空間管理計画」と、水量・水質
を総合的に管理するための施策
等を策定する「水環境管理計画」
から成り立つ。

・それぞれの公共の水域又は海
域ごとに下水道整備に関する総
合的な基本計画を策定
・計画放流水質は、本計画と整
合のとれたものである必要

地下浸透規制（環境省）

・水濁法に基づく規制
・カドミウムやその化合物などを扱う特定事業
場から地下に浸透する水の浸透を制限

放流水の水質の基準（国土交通省）

・水素イオン濃度、大腸菌群数、浮遊物
質量、BOD、全窒素、全燐等
・BOD、全窒素、全燐については計画放
流水質に適合するものとする
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水質に関する関係省庁の水質に関する関係省庁の具体的具体的施策施策

安全・安心が持続可能な河川管理

危機管理の観点から水質事故等対策を充実

国土交通省河川局

農林水産省

環境省

厚生労働省

国土交通省下水道部

※施策等には、現在実施中のもののほか、各種委員会等で検討中のものも含む

※重なっている部分（実線で連結している部分）は、共同的もしくは関連の深い事
業・施策を表す

河川水質の新しい指標

豊かな生態系の確保等の視点から、新しい指標を検討

環境用水の通水

水路等に水環境改善のため通水（例：仙台市）

農業用水路等に通水をすることにより、「水の回廊」を整備

高度処理の推進

閉鎖性水域の富栄養化防止のため、窒素・リンに係る高度処理を推進

下水道の普及促進

未普及地域における下水道整備を推進

合流式下水道の改善

雨天時における未処理放流水による水質汚染リスクを低減するため、
合流式下水道の改善を推進

放流水の水質の基準及び計画放流水質の設定

地震時等における水質障害リスク対策

地震発生時における施設の機能維持及び水質汚染リスクを低減する
ため、施設の耐震化及び関係機関の連携体制等を強化

水道水質基準の設定

水道ビジョン
安心、快適な給水確保に係る施策を設定

統合的アプローチによる水道水質の向上
水道水質管理の徹底、関係者間の連携、情報公開等を統合的に実施

生物多様性保全施策の取組

農地・水・環境保全向上対策
農地・農業用水等、農村環境の保全等にも役立つ地域共同の効果
の高い取組を促進

清流ルネッサンスⅡ（国土交通省河川局、下水道部）

水質環境基準の設定
水質保全行政の目標としての基準を設定

排水規制
工場、事業場からの排出水に対して排水基準を設定

総量規制制度
広域的な閉鎖性海域に流入する汚濁負荷量の総量を削減

湖沼の環境保全対策
指定湖沼において各々の湖沼水質保全計画に基づき取組を実施

その他生活排水対策、水道水源保全等
水生生物の保全に係る環境基準の設定、類型指定

水生生物の保全を目的とした水質保全行政の目標としての基準
を設定

河川・下水道事業、自治体や地域住民等の取組を展開

農業集落排水事業
農業集落における、し尿や生活排水などの汚水を収集・処理する
汚水処理施設等の整備

合併浄化槽
し尿や生活雑排水を併せて処理する浄化槽の整備
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※CODは、Ｈ７までは平均値、Ｈ１２以降は75%値
※全窒素は平均値。
※Ｈ１７年の原単位見直しに伴い、自然系が急増している。

• 流域、水循環の視点 ・地域特性に配慮
• みためし行動（見て試す行動）
• 2010年を目安として、早期に実現可能な取組明確化
• 住民・行政相互の協働・連携 ・各者の役割を明確化

内容

生態系、治水等も含めた流域の水循環に関する計画特徴

（千葉県の）自主計画法的位置付け

印旛沼流域水循環健全化会議規約に則り、千葉県が策定策定手続

水質改善に向けた取組事例：印旛沼（千葉県）水質改善に向けた取組事例：印旛沼（千葉県）

連携概念
図

印旛沼流域水循環健全化会議

流域住民
市民団体
小・中・高校

千葉県・国
水資源機構

土地改良区
漁業協同組合

企業
開発事業者
排水排出事業所

調査研究機関
大学・公的研究機関

博物館
地域の研究家 等

流域市町村

○取り組み状況報告
○モニタリング
結果報告

○アイデア提案

○目標達成状況等
情報提供

○取り組み促進の
呼びかけ

○取り組み状況報告
○モニタリング
結果報告

○アイデア提案 ○目標達成状況等
情報提供

○取り組み促進の
ための勧告

○取り組み状況報告
○アイデア提案

○目標達成状況等
情報提供

○取り組み促進の
ための勧告・呼びかけ

○情報提供

○アイデア提案
○研究成果

○取り組み状況報告
○モニタリング
結果報告

○アイデア提案
○目標達成状況等
情報提供

○取り組み促進の
ための勧告

○目標達成状況等
情報提供

○取り組み促進の
ための勧告

○目標達成状況等
情報提供

○モニタリング
結果報告

○アイデア提案

学識者、流域住民、市民団体、土地改良区
漁業協同組合、水資源機構、
行政（流域市町村、千葉県、国）

①計画の積極的な推進
②取り組み状況と目標達成状況の評価
③情報の送信
④計画の見直し

印旛沼流域水循環健全化会議
目 的 印旛沼の水質浄化・生態系の保全・再生等

構成員 流域の行政機関、企業、利水者、学識経験者、住民等

印旛沼流域水循環健全化計画及び緊急行動計画

・印旛沼流域では、住民も参画した「印旛沼水循環健全化会議」を設置し、各主体の役割分担を明確にした
「水循環健全化計画」を策定して、取組を実施
・下水道の普及により、生活系のCOD負荷量は大幅に削減。今後は窒素や面源負荷への対応が課題
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取組事例取組事例：：清流ルネッサンス（事例：綾瀬川）清流ルネッサンス（事例：綾瀬川）

平成２年 平成１０年

綾瀬川流域における確認魚種数綾瀬川流域における確認魚種数

5

10

15
大幅に
増加

種数

20

河川水辺の国勢調査結
果より

２２

0
３

農業集落排水事業区域（蓮田市）

越谷浄化施設（国土交通省）

谷古田用水浄化施設（埼玉県） 古綾瀬川上流浄化施設〔仮称〕（埼玉県）

古綾瀬川浄化施設（埼玉県）

綾瀬川放水路（国土交通省）

伝右川浄化施設（埼玉県）

桑袋浄化施設
（国土交通省）
桑袋ビオトープ公
園（足立区）

大曽根ビオトープ
（国土交通省）

横手堀浄化施設（埼玉県） 辰井川流入水路浄化施設（草加市）

毛長川浄化施設（足立区）

浚渫工事（国土交通省）

荒川導水（国土交通省）

多自然型川づくり（埼玉県）

原市沼川浄化施設（上尾市）

元荒川水循環セ
ンター
下水処理水を綾
瀬川へ放流
（0.3m3/s 11月1
日～3月31日）

昭和５３年 平成１４年

綾瀬川の水質（ＢＯＤ）の変化綾瀬川の水質（ＢＯＤ）の変化

ＢＯＤ75％値

２５年前に比べ

約１／５に改善

２９．８

５．５

30

0

10

20

(mg/l)

・目標達成年度：２０１０年（平成２２年）

（出典）綾瀬川清流ルネッサンスⅡ行動計画書

●計画目標と具体の施策

水質悪化が著しい河川等において、市町村等と河川管理者、下水道管理者及び関係者が一体となって水環境改善施
策を実施（全国で３４箇所）。綾瀬川では、地域協議会を設置し行政内部の各種検討の他、流域に向けて様々な活動
を実施。ヘドロの浚渫、河川浄化施設、下水道の整備、自治体、住民の取組等により、水質が改善されつつある。

住民による取組事例

・家庭から流出する生活雑排水について、日頃から削減施策を実践

・流域住民、浄化団体等による草の根の浄化活動を推進するため、綾瀬川水すまし作戦を実施

・「生物」、「水質」、「ゴミ」のモニタリングを市民団体や、住民とともに実施

73%23%

H14年S60年

下水道普及率

今後実施予定の施策
※H22までに82%の水洗化人口普及率を目指す

水質目標・・・ＢＯＤ、ＤＯ
流量目標・・・生物の生息生育環境及び河川環境の保全、良好な水質の維持、
水利用に支障のない流量
水環境目標・・・透明感、臭気、水の色、ゴミ、生物、水辺の利用
排出負荷量の削減目標・・・目標水質を達成するために必要となる削減負荷量
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【現状・課題】

河川：BODの環境基準達成率は、総体としては上昇傾向だが、渇水年には低下も見られる
湖沼：近年、改善の兆しが見られるものの、達成率そのものが依然として低い状況
取排水施設が複雑な配置となっており、浄水処理に負荷がかかり、水質事故のリスクを抱
える箇所も存在
積極的な取組流域：水質改善が一定図られると、面源負荷対策等が進まないと効果が上が
らない
時代の要請：安全でおいしい水、豊かな水環境、生態系への配慮

【問題点の整理】

○水量と水質の計画・施策が別々に実施されており、水質対策から見た場合に
必ずしも効率的になっていないおそれ
・水量と水質は密接に関連しており、水量・水質の一体的取組・評価が必要

○流域全体として取り組む必要
・流域内の水量・水質情報の共有化が必要
・地表水と地下水、平常時と緊急時の一体化が必要

現状問題点の整理現状問題点の整理
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水量・水質の一体的マネジメント
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量
質 質

量

水質対策の基本的考え方（水量と水質の一体的マネジメント）水質対策の基本的考え方（水量と水質の一体的マネジメント）

（従来）水量の安定的確保を求め、水質対策は個
別主体毎の対応が主（着目する水質項目も別々）

・水質は人の生命・健康、水のおいしさや、人と水との関わり、生物の生存基盤等に大きな影響を及ぼす

・今後は、「必要な箇所に、必要な水質を、必要な水量、より低コスト・低エネルギーで確保する」ため、
※生態系に必要な水も含む

（１）水量と水質を一体的にとらえて（計画・施策上）、取組を行う「水量と水質の一体的マネジメント」

（２）全体として効果的・効率的な水質改善を行う「流域全体での取組」（水量・水質、地表水・地下水、平常時・緊急時）
を実施する。

今後は

（今後）水量と水質の一体的マネジメント
（水量の計画・施策実施時は、水質の計画・施策も同時に実施等）

水 道

河 川 林 野

環 境

工 業

下水道

対
策
Ａ

（部
局
）

農 業

水 産

水

道

河

川

農

業

環 境

林

野

水

産

対
策
B

対
策
C

対
策
D

対
策
E

対
策
F

対
策
G

対
策
H

下
水
道

工

業
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情報の共有と公開

水量と水質の
一体的マネジメントを
計画上に位置付け

実施に向けた調整

共有すべき情報

・流域毎の地表水・地下水に係る水量・水質データ、
水の経路情報

計画に位置付ける内容

・水量・水質の一体的マネジメントの望ましい姿
（水量と水質、地表水と地下水、平常時と緊急時の観点）

・実現に向けた具体的方策

・危機管理シナリオ、連携対応方策

関係者間の調整内容

・有効で円滑な方策の実施方法、連携取組の方法

・効果の共有・評価方法の検討

等

各段階で、
関係者間の
情報共有、
協議を実施

水量と水質を一体的にマネジメントしていくためには、水量・水質に関する情報の共有化を図り、水量と
水質の一体的マネジメントを計画上に位置付けたうえで、実施に向けた調整を行うことが必要

水量と水質の一体的マネジメントの推進方策水量と水質の一体的マネジメントの推進方策
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具体的施策のイメージ（情報の共有と公開）具体的施策のイメージ（情報の共有と公開）

水の経路情報と、水量・水質のリアルタイム情報を一元表示できるシステムを作成・公開

●施策主体間の共通認識を醸成し、方策の実現に向けた共通の土台づくり

●市民の関心を高揚させることにより、市民参加のための土壌づくり

関東地整ＨＰ
・任意地点の水道水の取水・浄水・処理・排水地点を検索可能
・水質データは、Ｈ１５年度時点のもの

河川局水文水質ＤＢ
・全国一級水系等における雨量、水量水質、地下水位水質調査データ等を閲覧可能
・テレメータが設置してある観測所では現在の水質データが検索可能

環境省水環境情報サイト
・公共水域における水質調査データ
等を閲覧可能（1984～2005年頃）

・ ・月間・年間毎にグラフ・表で検索可能。

水量と水質、使用する水の経路等のリアルタイム情報を一元表示することにより、流域の望ましい姿と
方策の実現に向けた共通認識の土台づくり、市民参加のための土壌づくりにつながる

既
存
シ
ス
テ
ム
の
例

共
有
シ
ス
テ
ム
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浄水場

リアルタイム情報

海

具体的施策のイメージ（情報の共有と公開）具体的施策のイメージ（情報の共有と公開）

都市

流域内の地表水、地下水の水量・水質データならびに水の経路情報等を一元的に管理、共有、公開

ダム

汚濁負荷

水質・水量観測

水質・水量観測

地下水
水質水量観測

水質・水量観測

水質・水量観測

施策主体間の共通認識醸成
により、流域の望ましい姿、
方策の実現に向けた共通の

土台づくり

市民参加のための土壌づくり

農地
月  日

水
質

水
量

水質

水量

良

悪

小

大

水質・水量グラフ（イメージ）

水質・水量観測

都市

下水処理場

水質・水量観測

水質・水量観測

水質・水量観測
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総合的水資源マネジメントのための計画における水量と水質の一体的マネジメント

具体的施策のイメージ（一体的マネジメントの内容）具体的施策のイメージ（一体的マネジメントの内容）

【観 点】

・水量と水質管理の一体化

・地表水と地下水管理の一体化 ・・・流域全体の施策の統合化

・平常時と緊急時管理の一体化

【内 容】

○水質目標の現況

・環境基準 ・取水水質の目標値 ・水環境の目標

○水量と一体となった水質対策

・環境基準を踏まえた水量・水質対策（下水道整備、排水規制、面源負荷対策等）

・安全でおいしい水、良好な水環境を確保するための対策
（環境用水の導入、直接浄化、植生の保護、取排水系統の再編等）

・気候変動対応（塩水浸入防止等、地下水対策等）

○水質の危機管理

・水質事故時の体制・対応（地表水、地下水）



20

浄水場

海

都市
ダム

汚濁負荷

水質・水量観測

水質・水量観測

地下水
水質水量観測

水質・水量観測

水質・水量観測 農地

水質・水量観測

都市

下水処理場

水質・水量観測

水質・水量観測

工業団地

環境基準点

環境基準点

・利水目的に応じた取水水量・水質目標や、良好な水環境保全のための水量・水質目標等の
現況を関係者間で共有化
・水質目標等の現況と、流域における水質の現況を踏まえた課題の共有化
・目標、課題を踏まえた、水量・水質の一体的マネジメントの望ましい姿の共有化

水量と水質の一体的マネジメントの内容イメージ（水質目標）水量と水質の一体的マネジメントの内容イメージ（水質目標）

環境基準点

取水水質
の管理値

水環境健全性指標

取水水質
の管理値

水質・水量観測

水質・水量観測

環境基準値

環境基準値、

水環境目標
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○生態系も考慮した新たな水質指標等の作成

環境省

評価項目（案）と評価レベル（案）
～抜粋～

今後の河川水質管理の指標項目（案）国交省河川局（平成17年３月）

赤枠：地域住民の参加を得て
現地調査する項目

※河川の特性や地域住民の意見等を踏まえて、必要に応じて項目を追加していくものとする

豊かなふれあいの確保豊かなふれあいの確保 豊かな生態系の確保豊かな生態系の確保
評価項目と評価レベル

ゴミの量
透視度
(cm)

川底の感触 水のにおい
糞便性
大腸菌群数
(個/100mL)

Ａ
顔を川の水に
つけやすい

川の中や水際に
ゴミは見あたらない
または、ゴミはある
が全く気にならない

100以上 不快感がない 100以下

Ｂ
川の中に入って
遊びやすい

川の中や水際に
ゴミは目につくが、
我慢できる

70以上
ところどころヌ
ルヌルしている
が、不快でない

1000以下

Ｃ
川の中には入れない
が、川に近づくことが
できる

川の中や水際に
ゴミがあって
不快である

30以上

水に鼻を近づけ
て不快な臭いを
感じる

風下の水際に
立つと不快な
臭いを感じる

Ｄ
川の水に魅力がなく、
川に近づきにくい

川の中や水際に
ゴミがあって
とても不快である

30未満

風下の水際に
立つと、とても
不快な臭いを
感じる

ヌルヌルしてお
り不快である

1000を超えるも
の

ランク 説明 ランクのイメージ

不快でない

ＤＯ(mg/L) ＮＨ４－Ｎ(mg/L)

Ａ
生物の生息・生
育・繁殖環境と
して非常に良好

7以上 0.2以下

Ｂ
生物の生息・生
育・繁殖環境と
して良好

5以上 0.5以下

Ｃ

生物の生息・生
育・繁殖環境と
して良好とは言
えない

3以上 2.0以下

Ｄ
生物が生息・生
育・繁殖しにく
い

3未満 2.0を超えるもの

ランク 説明
評価項目と評価レベル

水生生物の生息

Ⅰ．きれいな水
・カワゲラ
・ナガレトビケラ等

Ⅱ．少しきたない水
・コガタシマトビケラ
・オオシマトビケラ等

Ⅲ.きたない水
・ミズムシ
・ミズカマキリ等

Ⅳ．大変きたない水
・セスジユスリカ
・チョウバエ等

・水質改善対策への住民参画を促す「人間の五感」「生態系への配慮」を評価する新しい水質指標、
水生生物保全のための基準策定に関する関係部局のより一層連携した取組を実施

・水量と一体となった原水水質の管理指標、水道水のおいしさに関する水質目標等の取組の推進

水質目標・指標の検討例水質目標・指標の検討例

水道水のおいしさに関する独自の水質目標
原水水質の変動に対する浄水処理での対応（東京都）

東京都では、水のおいしさに関する独自の水質目標を定め、高度浄水処理の
導入等を実施するとともに、原水水質の変動に対して浄水処理で対応している

（出典）

東京都水道
局提供資料

通常処理
（急速ろ過）

高度浄水処理
（急速ろ過＋オゾ
ン・生物活性炭処

理）

濁度

２度以下
（クリプトスポリジ
ウム対策でろ過水
で0.1度以下の維
持が必要。）

0.1度

塩素要求量 なし なし
水質汚濁全般の指標とし
て、上昇時には粉末活性
炭を注入する。

（対応可能）

アンモニア態窒素 なし

塩素と反応して生成
するトリクロラミン（カ
ルキ臭の原因物質）
として0mg/L

塩素要求量に応じて塩素
を適正注入する。

（対応可能）

かび臭原因物質 10ng/L以下 0ng/L
除去ができないため、定量
下限値を超えたら粉末活
性炭を注入する。

（対応可能）

総トリハロメタン 0.1mg/L以下 なし

給水栓で基準値の70％以
下にするため、浄水中の濃
度が上昇する場合に粉末
活性炭を注入する。

（対応可能）

ＴＯＣ 5mg/L以下 1mg/L以下
浄水中の濃度が上昇する
場合に粉末活性炭を注入
する。

（対応可能）

陰イオン界面活性
剤

0.2mg/L以下 なし
浄水中の濃度が上昇する
場合に粉末活性炭を注入
する。

（対応可能）

その他 －
臭気強度（ＴＯＮ）：１
（臭気なし）

状況に応じて粉末活性炭
を注入する。

状況に応じて浄水
処理で対応してい
る。

濁度の上昇に応じて凝集剤（ポリ塩化アルミニ
ウム）注入率を増加させる。
一部の浄水場では、濁度の上昇時に取水量低
減や取水停止を行う。

項目 水質基準値
都独自のおいしさに
関する水質目標

浄水処理での対応
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海

必要な水量・水質を
確保するための補
給操作（統合管理）

負荷

取水口

河川環境保護
水質浄化機能が

ある植生の保護

直接浄化
レキ間浄化

緑地の保全その他
自然環境の保護

地域住民による
水環境保全の取組

流出水対策
面源（農地・市街地等）

からの負荷の対策

地下水

市街地工場・
事業場

農 地

都市

ダム

湖

浄水場

水量と水質の一体的マネジメントの内容イメージ（水質対策）水量と水質の一体的マネジメントの内容イメージ（水質対策）

ダム必要な水量・水質を
確保するための補
給操作（統合管理）

排水規制
濃度規制・負荷量規制

バイパス
流水保全水路

浄水場

取水地点の変更
豊水時多点取水等

下水処理場

堰

塩水化対策
潮止堰による塩水

遡上防止操作

・流域単位の水量と水質の一体的マネジメント実現のための具体的方策と効果の共有化

・有効で円滑な対策実施のための関係者の協議

生活排水対策
下水道整備の促進

環境用水の導入

環境基準点

環境基準点

水質・水量観測

環境基準点

水質・水量観測

水環境健全性指標

環境基準値

環境基準値、水環境目標
水質・水量観測

取水水質
の管理値取水水質の管理値
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○バイパス施設等による取水水質の向上、危機管理対策

出典：国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所ＨＰより

取水施設上流に流入する汚れた水を、流水保全水路等により浄化・下流までバイパスする対策
等により、おいしい水の確保とあわせて水質事故のリスク低減を推進

流水保全水路の取組例：

水量と一体となった水質対策の個別イメージ水量と一体となった水質対策の個別イメージ（施設配置）（施設配置）
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新設
取水口Ｂ

下流部の利水者が流量が豊富な場合に限って上流から取水する豊水時の多点取水は、送水コスト
の軽減、取水水質の向上の観点から有効。

導入にあたって検討すべき課題

• 取水・導水施設の整備・維持管理に
費用がかかる

• 他の水利利用や後発の水資源開発
への影響を十分考慮する必要がある

• 中上流の通過流量減少が河川環境
に与える影響を十分考慮する必要が
ある

利点

• 一般的に水質が良い上流域からの取水が可能

• 水質事故に対するリダンダンシー（冗長性）が確保される

• 重力を利用した導水が可能であるため、既設取水口からの導
水をポンプアップで行う場合に比べてエネルギー消費量が少な
く、運営経費が軽減される

• 上流部に浄水場が設置される場合は、良質な水道原水により、
少ないエネルギーでの浄化が可能であるため、運営費用が軽
減される

既設の取水口Ａに加えて取水口Ｂを上流部に設置し、
豊水時に下流に影響を及ぼさない流量を取水口Ｂから取水

浄水場

送水圧小

浄水場

都市

送水圧大

既設
取水口Ａ

水量と一体となった水質対策の個別イメージ（豊水時の多点取水）水量と一体となった水質対策の個別イメージ（豊水時の多点取水）
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上記通達等 を踏まえて（案）

○環境用水導入の促進

（出典）生物多様性戦略検討会第５回検討会資料３（平成19年11月）；農林水産省

河川管理者、費用負担者等、必要な関係者間の調整が円滑に進むための仕組みづくり等を通じた
流域内環境用水ネットワークづくりの促進

地域水ネットワーク再生事業の事業化（H20.4農林水産省）

流域内環境用水

ネットワークづくりの促進

・都市水路を対象とした事業化

・多様な水源の利活用

・関係者間の円滑な調整の
仕組み

「環境用水に係る水利使用
許可の取り扱いについて」
（H18.3国交省河川局）

：旧運河等、まちづくり水路、
城趾の堀等、河川以外の水
路等への導水を、従来の河
川事業ではなくて、水利使
用許可により実施。

水量と一体となった水質対策の個別イメージ水量と一体となった水質対策の個別イメージ（水環境・生態系）（水環境・生態系）

（環境用水水利権の制度活用事例（農業水利施設を活用した事例））
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地球温暖化に伴う海面上昇による地下水の塩水化対策として、潮止堰等のゲート操作による
順応的な対応方法の検討、それにより必要となる関係者の調整方法の検討を実施

ゲートが開いている時 ゲートが閉じている時

潮止堰による塩水遡上の防止

海岸域の井戸では
従来の深度では塩水が混入

塩水の水位が上昇

温暖化による海面上昇

塩水

図 地球温暖化による地下水の塩水化イメージ

地球温暖化による海面上昇を考慮した、堰のゲート操作方法の変更必要性の検討

・変更が必要な場合の、順応的対応可能な操作方法の検討、施設改造の検討

・利害関係者の調整方法の検討

地球温暖化による海面上昇により、
地下水の塩水化が懸念

水量と一体となった水質対策の個別イメージ水量と一体となった水質対策の個別イメージ（塩水対策）（塩水対策）
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水質事故

浄水場

・バックアップ施設の整備
・河川への流入防止対応
・放流位置（配置）の変更

・予備発電等のバックアップ
施設の整備
・河川への流入防止対応

・バックアップ施設の整備
・水源の多様化・予備力の確保
・取水位置（配置）の変更

予備ルートの確保

河川管理者 ・観測・通信設備等のバックアップ施設の整備
・河川への流入防止対応
・連絡体制・組織情報の共有化

都市

下水処理場

汚濁物質を排出源から流出経路、処理場、河川、浄水場等、各段階で除去・低減できる複次的・
複合的な水質事故対策、水質保全・処理システムを構築・推進

希釈
水の
放流

海

地下水

○流域での緊急連絡体制、組織情報・備蓄情報・汚染源情報の共有化
○危機管理対応計画の共同作成、危機管理対応訓練の一体実施
○事故の汚染発生源追跡・特定システムの整備
・河川管理者：本川への流入防止、本川対策 ・環境部局 ：情報連絡、汚染源追跡
・下水道部局：河川への流入防止 ・水道部局 ：取水回避・予備ルート利用
・農水部局 ：取水回避 ・工業部局 ：排水回避（負荷低減） 等

工場・
事業場

農地

本川
への
流入
防止

（オ
イル
フェ
ンス
等）

×

×

排水回避（負荷低減）

取水回避

ダム

ダム

浄水場

・処理場への
負荷低減策
・事故時の通
報義務の履
行徹底策

水量と水質の一体的マネジメントの内容イメージ水量と水質の一体的マネジメントの内容イメージ（危機管理）（危機管理）
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質量
農業者
漁業者

学識経験者
研究者

流域住民
市民団体

市町村

水 道

河 川

林 野環 境

工 業

下水道

国、県

企業

流域全体としての効果的・効率的な水質対策、水量・水質の一体的マネジメントの有効で円滑な実施のため
の関係者の協議の場が必要

●流域毎の水量・水質に係る協議会（各主体の取組等について連携・協議）

●関係省庁間の調整の場（水質保全についての共通認識形成、連携・協力のあり方について検討・整理）

具体的施策のイメージ（協議の場）具体的施策のイメージ（協議の場）

①情報の共有と公開

②水量と水質の一体的
マネジメントの望ましい姿
と具体的方策

③実施に向けた調整、効果
の共有・評価等

（流域毎の水量・水質に係る協議会のイメージ）

発 電

水 産

農 業


